
単位：円

金　　額 金　　額

1,175,760,826 397,005,079
現 金 お よ び 預 金 366,979,368 買 掛 金 161,135,557
受 取 手 形 3,215,861 短 期 借 入 金 38,000,000
売 掛 金 217,082,529 未 払 金 6,314,637
仕 掛 品 28,486,270 未 払 法 人 税 等 17,367,600
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 539,931,351 未 払 費 用 42,820,260
前 渡 金 3,129,136 預 り 金 2,009,330
未 収 入 金 1,405,393 リ ー ス 債 務 53,300,295
前 払 費 用 14,169,228 賞 与 引 当 金 60,120,000
立 替 金 1,361,690 未 払 消 費 税 15,937,400
繰 延 税 金 資 産 0

1,331,073,290 634,170,897
1,186,782,596 リ ー ス 債 務 148,948,380

建 物 274,208,354 長 期 未 払 金 14,602,872
構 築 物 4,930,461 資 産 除 却 債 務 4,550,000
機 械 装 置 23,565,311 長 期 借 入 金 152,000,000
車 両 運 搬 具 0 退 職 給 付 引 当 金 314,069,645
工 具 197,198
器 具 備 品 7,938,268 1,031,175,976
リ ー ス 資 産 202,248,675
土 地 672,865,089
建 設 仮 勘 定 829,240

純資産の部
2,469,776  １　資  本  金 90,000,000

電 話 加 入 権 1,591,546  ２　資 本 剰 余 金 90,000,000
ソ フ ト ウ ェ ア 878,230 資 本 準 備 金 90,000,000

141,820,918  ３　利 益 剰 余 金 1,295,658,140
長 期 貸 付 金 0 （その他利益剰余金） (1,295,658,140)
長 期 前 払 費 用 0 繰 越 利 益 剰 余 金 1,295,658,140
そ の 他 の 投 資 757,350
繰 延 税 金 資 産 141,063,568 1,475,658,140

2,506,834,116 2,506,834,116

　　　（注)　１.有形固定資産の減価償却累計額 1,284,833,162

貸　借　対　照　表
２０２２年　３月３１日　現在

(１)有形固定資産

(２)無形固定資産

負　債　の　部
 １　流動負債

科　　　目

 ２　固定負債

負  債  合  計

 ２　固定資産

科　　　目
資　産　の　部
 １　流動資産

合　　　　　　　計合　　　　　　　計

純資産　合計

(３)投資その他の資産



個　　別　　注　　記　　表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項　

１．棚卸資産の評価基準および評価方法
仕掛品・原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産をのぞく）　・・・・・・　定率法

　但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日
　以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。
建物・構築物
機械及び装置・車両運搬具
工具器具及び備品

（２）無形固定資産（リース資産をのぞく）
ソフトウェア　・・・・・・　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
その他の無形固定資産　・・・・・・　定額法

（３）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零（リース契約に残価保証額の取り決めがある場合は、
当該残価保証額）とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（４） 長期前払費用　・・・・・・　定額法

３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込み額のうち
当事業年度の負担額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産額の
見込み額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる事項
（１）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として
処理しております。

（２）消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する事項
１．支配株主等に対する金銭債権・債務

親会社に対する 短期金銭債権 204,199 千円
長期金銭債権 0 千円
短期金銭債務 43,007 千円
長期金銭債務 152,000 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,284,833 千円

15年～50年
4年～10年
2年～20年



Ⅲ．損益計算書に関する事項
親会社との取引高

売　　上　　高 2,474,415 千円
仕　　入　　高 42,442 千円
営業取引以外の取引高 17,462 千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する事項
発行株式の種類及び総数に関する事項

発行済み株式 前期末株式数（単位：株） 当期末株式数（単位：株）

普通株式 360,000
合　　　計 360,000

Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（流動資産）

繰延税金資産

賞与引当金繰入超過額 60,120 千円
未払事業税 3,859 千円
未払社会保険料 9,138 千円
棚卸資産評価損 17,223 千円
震災に伴う不良部品（未処分1,418点） 1 千円
震災に伴う営繕（未実施分） 2,004 千円

繰延税金資産　合計 92,345 千円

（投資その他の資産）
繰延税金資産

一括償却資産 661 千円
退職給付引当金繰入超過額 314,070 千円
建物資産除却債務 4,550 千円
税務否認固定資産（過年度償却費） 600 千円

繰延税金資産　合計 319,881 千円

Ⅵ．関連当事者との取引に関する事項
日東工器グループ会社

取引の内容 科目

買掛金

売掛金

経費

営業外

買掛金

売掛金

経費

買掛金

売掛金

（注）
1.取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

360,000
360,000

期末残高（千円）　（注１）

日東工器
株式会社

迅速流体継手・ﾘﾆｱ駆動ﾎﾟﾝﾌﾟ・
機械工具・建築機器

製品・部品の仕入 42,442 3,360

製品・部品の販売 2,474,415 204,199

通信設備賃貸他

会社等
の名称

事業の内容 取引金額（千円）　（注１）

1,476 1,647

製品品質管理他

栃木
日東工器
株式会社

迅速流体継手・ﾘﾆｱ駆動ﾎﾟﾝﾌﾟ・
機械工具

製品・部品の仕入 446 52

技術援助 30 0

17,729 0

製品・部品の販売 36,202 5,911

株式会社
ﾒﾄﾞﾃｯｸ

機械工具
製品・部品の仕入 12,546 1,271

製品・部品の販売 25,267 1,749



Ⅶ．一株当たり情報に関する事項
一株あたりの純資産額

一株あたりの純資産額 4,099円　05銭

一株あたりの当期純利益
一株あたりの当期純利益 138円　50銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する事項
該当する事項はありません。




